
アンケート調査に基づく患者負担と
医療給付のあり方に関する考察

鈴木　亘*、金子　能宏**

１．はじめに

急速に進む高齢化や医療技術の進展を背景に，わが国の医療費は増加の一途を辿っており，
医療保険財政の安定化を図るためには医療負担と給付との関係を適切なものとすることが求め
られている。
財政制度として見た場合，医療保険は年金制度と類似した性格を持っている。例えば，勝
又・木村(1999)が指摘するように，医療保険は主に健康な勤労期に保険料を徴収し，医療費が
膨らむ高齢期に保険給付を受給する頻度が高くなる点で，負担と給付時期とが必ずしも一致し
ない。この意味で，医療保健においても高齢化によって財政的な問題が生じる構造は，実質的
に賦課方式となっている年金制度と類似した面があり，医療保険改革は，年金改革からも学ぶ
点があると思われる。例えば，平成16年の年金改革では，世代間の公平性に配慮して，保険
料の上昇を抑え，2017年以降は保険料を固定する一方，負担と給付とのバランスをとるため
に給付額を賃金上昇率などの経済的要因のみならず人口変動も考慮してスライドさせるマクロ
経済スライドが導入された。
世代間の公平性の観点から現役世代の負担が限界に達しつつあるという認識は，医療保険改
革においても反映され，2002年の健康保険法改正では自己負担率を3割以上に引き上げないと
いうことが附則第2条 1）に明記されており，一般医療の患者自己負担はほぼ限界に達している
という認識となっている 2）。したがって，政府の厳しい財政事情のために医療保険に対する国
庫負担引き上げが困難な状況が続くとすれば，現在の財政方式では保険料率の引き上げが不可
避となり，いずれかの時点で，年金と同様に負担の限界を設定する必要性がさらに高まるもの
と考えられる。この場合，需要者の負担に一定の限界を課すためには，年金同様，給付を適正
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2） もっとも，高齢者に関しては現在，自己負担率は約1割であるから，負担能力に応じた引き上げの余地はあ
ると考えられる。

199



化する以外に財政収支を均衡させる手段はない。診療報酬改定に見られるように，医療制度改
革論議では，患者負担の増加だけではなく，平成12年から平成20年の診療報酬改定に見られ
たように保険給付の適正化も検討される必要がある。
ところで，医療保険給付を見直す案としては，これまでにも様々なものが議論の遡上に上が
っている。その一つは，高額療養費の水準を引き下げて実質的な自己負担率を高めるという方
法である。また，個別分野の給付を縮小する方法も考えられる。例えば，以前検討されたよう
な軽医療の保険適用外化（井伊・大日(1999a),(1999b)）や，経済学者が提言している終末期医
療の保険適用縮小（西村(1998), 鈴木(2002)）等がそれに当たる。さらに，特定療養費の規制緩
和によって公的保険範囲を縮小し，給付費を減少させるという方法も考えられる（八代・鈴木
(2003)，鴇田(1999)，鴇田・斎藤(2003)）。
しかしながら，これら個別の給付を適正化する案の評価にとって政策的判断が難しいのは，
個別の給付適正化案の間にどのような優先順位をつけるべきか基準がないことである。個別案
間に倫理面や医療面などの絶対的基準がない場合，何を先に見直すべきかという問題は，国民
の選好を基準に選ばざるを得ない。また，そもそも，負担増と給付の適正化をどのようにバラ
ンスさせるかという点自体も，国民の選好を基準に判断すべき問題である。
そこで，本稿は，仮想市場法と呼ばれるアンケートを使った選好表明手法を用いて，給付と
負担のバランスや給付適正化についての諸案の優先順位を定量化することを試みる。具体的に
は，医療経済学分野では比較的新しい手法であるConjoint Analysisを用いて，給付の見直し案
や負担増案それぞれの間の効用値を比較し，順位付けをすることを考える。Conjoint Analysis

とは，アンケート調査を用いて，様々な想定的状況下における選択行動を分析する技法である。
元々計量心理学やマーケッティングの分野で開発され，経済学においては環境経済学や交通の
経済学の分野で主に用いられてきたが，最近，医療経済学の分野でもいくつかの研究例がみら
れるようになってきた 。具体的な技法としては，①いくつかの想定的なシナリオとそれに伴
う選択肢からなる質問を作り，最も好む選択を回答させ，②想定シナリオや個人属性を説明変
数，選択行動を被説明変数にして統計モデルを推定し，③効用の変化や代替性を測定するとい
う手順からなる。従来，効用を表明させる技法として，医療経済学の分野で広く用いられてき
たのは，Willingness to PayやStandard gamble ，Time trade-off ，Rating Scale などであったが，
これらの手法は理論的にも技術的にもさまざまな問題を抱えている。例えばWillingness to Pay

により得られる金額は，もちろん効用水準とは異なる概念であるし，Standard gamble，Time

trade-off，Rating Scaleもそれぞれ正確に効用水準を測定しているとは言いがたい。また，そも
そも序数的な効用概念に従えば，効用水準は個人間で比較，集計することの理論的背景にも問
題がある。これに対して，Conjoint Analysis では，直接に効用水準をみるのではなく効用の差
によって選ばれる選択行動をみているため，このような理論的な問題が回避できており注目を
浴びている 3）。また，観察不可能な個人の主観差などを取り除くため，個人効果(Individual Ef-

fect)を考慮した推定が可能である等の統計手法上の利点がある。
以下本稿の構成は次の通りである。2節では本稿で用いるConjoint Analysisの方法論を解説
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3） 欧米の医療経済分析でも，Conjoint Analysisのこのような特徴から，これを応用した多くの計量分析がある。
例えば，医療給付・医療サービスに関連する分析としてBryan et al(1998), Freeman(1998),Hakim and
Pathak(1999), Ratcliffe and Buxton(1999), Ryan(1999), Ryan and Farrar(1994), Ryan and Hughes(1997), Singh et
al(1998), Van der Pol and Cairns(1997), Telser and Zweifel(2002), Schwappach(2003), Akkazieva(2006)等がある。



する。3節では，ここで用いるアンケート調査の概要とConjoint Analysisで用いるデータにつ
いて説明し，記述統計量を示す。4節は推定結果であり，5節は結語である。

２．方法論

(1)高齢者アンケート
本稿で用いた具体的なアンケートの質問肢は，高齢者用（70歳以上）と一般用（20-69歳）

に分かれている。まず，高齢者用の質問では，現在の負担のあり方と対比してどの程度受け入
れられるかについて選好を示す選択肢の案として，軽医療の全額自己負担化，高度先端医療の
全額自己負担化，終末期医療の全額自己負担化，高額医療費の自己負担増加，高齢者からの保
険料徴収を例示した後に，現在の負担のあり方とそれぞれの選択肢をペアにした質問を行って
いる。なお，この質問票のための説明と選択肢からなる質問票は，次のページ以降にまとめて
示した。

Conjoint Analysisでは，選択肢が多すぎる場合には，質問数が増加し，回答者に混乱を招き
やすいため，選択肢としては，①自己負担率の引き上げ，②軽医療の全額自己負担化，③高度
先端医療の全額自己負担化，④終末期医療の全額自己負担化，⑤高額医療費の自己負担増加
（上限の倍額化），⑥高齢者からの保険料徴収（月額5%）の6つに絞った。それぞれの16個の
シナリオは，①自己負担率が1割，2割，3割（デフォルト）②軽医療が保険範囲か否（全額自
己負担）か，③高度先端医療が保険範囲か否（全額自己負担）か，④終末期医療の保険範囲が
保険範囲か否（全額自己負担）か，⑤高額医療費の基準が現行の倍額か現行通りか，⑥高齢者
から月額5%の保険料を徴収するか否かというバリエーションからなるが，それらのバリエー
ションを全て尽くすと非常に多くの選択となるため，実験計画法による直行表によりシナリオ
の数を減らした。シナリオにより代わる政策変数（Attribute）は，次の通りとなる。
①保険給付率（3割負担案－代替案なので，1割，2割）
②軽医療の保険給付（保険給付か，全額自己負担か）
③高度先端医療の保険給付（保険給付か，全額自己負担か）
④終末期医療の保険給付（保険給付か，全額自己負担か）
⑤高額医療費の自己負担（現行基準か，倍額か）
⑥高齢者からの保険料徴収（徴収か否か）

問　公的的医療保険の自己負担について，あなたはどちらの案が望ましいと思いますか。

質問票の説明
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アンケート調査に基づく患者負担と医療給付のあり方に関する考察（鈴木、金子）

　わが国の老人医療費は、既に国民医療費（全ての国民の医療費合計）の3分の1程度に
達しており、今後も急速に伸び続け、2015年には、国民医療費の50%に達すると言われ
ています。こうした中、現在の老人医療保健制度を、現状のまま維持する為には、５年
後に、高齢者の医療保険の自己負担率を3割に引き上げなければならないと仮定します。
それを避けるためには、下の表に示すように、低額の病気（軽医療）や高度先端医療、
終末期医療などを保険の適用範囲から外したり、高額療養費制度（高額な医療費につい
ては一定条件のもとで自己負担を支払わなくてよいとする制度）を縮小したりすること
が必要となります。また、高齢者が年金受給額の5%程度の保険料　を支払う「高齢者医4）
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が必要となります。また、高齢者が年金受給額の5%程度の保険料　を支払う「高齢者医
療保険制度」の創設も検討されています。

軽医療の全額自己負担化
月額１万円までの外来医療（風邪や頭痛・腹痛等の 
軽医療や外来薬剤）を保険対象外にして全額自己負 
担にする。 
 
高度先端医療（心臓移植手術やインプラント義歯と 
いった本来全額自己負担で行われる先進的な医療技 
術による治療のこと。大学病院等の承認を受けた医 
療機関で高度先端医療を受けると、医療費の一部が 
公的医療保険から給付されます。） 
 
末期ガンなどの不治の病の場合、死ぬ前６ヶ月間の 
延命治療措置を保険対象外にして、全額自己負担に 
する。 
 
一般的な高齢者の場合、外来では1万2000円、入院 
で4万200円以上の自己負担額（月額）は支払わなく 
ても済むことになっています。この額を外来4万円、 
入院8万円に引き上げ、自己負担を増加することと 
します。 
 
75歳以上の高齢者が加入する独立した医療保険制度 
を創設する。高齢者は年金受給額の中から月額５％ 
程度（年金受給額が12万円の場合、月額6000円程 
度）の保険料を収めることになります。 
 

終末期医療の全額自己負担
化 
 

高額医療費の自己負担増加

高齢者からの保険料徴収

　そこで、以下（次ページ）には、代替案を16通りあげています。この「代替案」のそ
れぞれについて、「代替案」と「３割自己負担案」（これまで通りの保険範囲を維持し
て、自己負担を３割にする現状案）のどちらが望ましいかをお選びください。（○はそ
れぞれひとつずつ）　

4）

高度先端医療の全額自己負
担化

4） 年金受給額に対して5%の保険料負担を想定した理由は次の通りである。高齢者医療制度は，過去に一定期
間以上の被用者年金加入期間を有する被用者年金の受給者を対象とすることが，当初検討された経緯がある
ことから（医療保険福祉審議会制度企画部会「新たな高齢者医療制度のあり方について」平成11年8月），
被用者年金（厚生年金）の受給対象者が引退の時期に支払っていた健康保険料(月額，本人負担分)が，１人
当たり厚生年金受給額に占める割合を求めると，政管健保と組合健保の加重平均をとった保険料率4.05%に
決まって支給する給与額（60～64歳,2001年）278600円を掛けて得られる保険料額11283円が１人当たり厚
生年金受給額(2001年)229485円に占める割合は5.9%となる。また，『「医療保険制度の体系の在り方」「診療
報酬体系の見直し」について』（厚生労働省試案，平成14年12月）の財政試算によれば，高齢者医療制度の
75歳以上高齢者の保険料額は年額87000円／年額と推計されており，この保険料が老齢年金と通算老齢年金
の受給者数をウェイトとする１人当たり厚生年金額の加重平均1723000円(2001年)に対する比率は5%であ
る。これらの保険料率の試算に基づいて，本稿では，年金受給額の5%程度の保険料負担を設問の想定とし
て用いることにした。なお，年金額に対する保険料負担の想定は，仮想市場法における回答者の選好を表明
してもらうためのベンチマークであり，推計により任意の保険料に対してどれだけの人々が選好するかを計
算することができるので，5%という値は絶対的な意味を持つものでないことを強調しておきたい。
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アンケート調査に基づく患者負担と医療給付のあり方に関する考察（鈴木、金子）

 

　それぞれの状況について、「1. 代替案」、又は「2. 3割負担案」のいずれかに○をお
付けください。

患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　なし

（１） （２） 患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　なし

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案

患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　なし

（３） （４） 患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　なし

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案

 

患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　なし

（５） （６） 患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　なし

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案

 

患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　なし

（７） （８） 患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　なし

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案
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　それぞれの状況について、「1. 代替案」、又は「2. 3割負担案」のいずれかに○をお
付けください。

患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　徴収

（９） （10） 患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　徴収

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案

患者自己負担率　　　1割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　徴収

（11） （12） 患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　徴収

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案

 

患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　徴収

（13） （14） 患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　　保険に含む
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　徴収

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案

 

患者自己負担率　　　２割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　保険に含む
高額医療費　　　　　変わらず
高齢者保険料　　　　徴収

（15） （16） 患者自己負担率　　　2割
転医療　　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　　全額自己負担
終末期医療　　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　　自己負担増
高齢者保険料　　　　徴収

１.　代替案
２.　３割負担案

１.　代替案
２.　３割負担案



(2) 一般アンケート
現役世代の占める割合の多い一般調査の場合には，健康保険法の附則第2条により3割以上

の自己負担率になることが想定できないため，現状のままでは保険料がうなぎのぼりになると
想定した以下のような質問を設計した。選択肢としては，①保険料の引き上げ，②軽医療の全
額自己負担化，③高度先端医療の全額自己負担化，④終末期医療の全額自己負担化，⑤高額医
療費の自己負担増加（上限の倍額化），の5つとした。

公的医療保険の自己負担について，あなたはどちらの案が望ましいと思いますか。

質問票の説明
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軽医療の全額自己負担化
月額１万円までの外来医療（風邪や頭痛・腹痛等の 
軽医療や外来薬剤）を保険対象外にして全額自己負 
担にする。 
 
高度先端医療（心臓移植手術やインプラント義歯と 
いった本来全額自己負担で行われる先進的な医療技 
術による治療のこと。大学病院等の承認を受けた医 
療機関で高度先端医療を受けると、医療費の一部が 
公的医療保険から給付されます。） 
 
末期ガンなどの不治の病の場合、死ぬ前６ヶ月間の 
延命治療措置を保険対象外にして、全額自己負担に 
する。 
 

高度先端医療の全額自己負
担化

終末期医療の全額自己負担
化 
 

高額医療費の自己負担増加

　わが国の医療費は、高齢化のため急速な増加をしており、各医療保険制度の財政
は、国民健康保険、組合健康保険、政府管掌保険など、軒並み赤字化をしています。
そのため、医療保険制度を現状のまま維持する為には、保険料率が徐々に引き上げ
られ、10年後には約2倍、20年後には約3倍に引き上げられると予想されています。
これは現在ボーナスを含む賃金の4%程度の負担である保険料率が12%に引き上げら
れることを意味しており、月給20万円の収入の人では現在、月8千円の負担額が月
2万4千円に引き上げられる計算になります。それを避けるためには、下の表に示す
ように、低額の病気（軽医療）や高度先端医療、終末期医療などを保険の適用範囲
から外したり、高額療養費制度（高額な医療費については一定条件のもとで自己負
担を支払わなくてよいとする制度）の自己負担分を増加させたりすることが必要と
なります。

一般的な方の場合、月額7万2300円、高額所得者 
の場合、13万9800円、低所得者の場合、３万5400 
円以上の自己負担額は支払わなくても済むことに 
なっています。この上限額を現在の2倍に引き上げ、 
自己負担を増加することとします。 
 

　そこで、以下（次ページ）には、代替案を９つあげています。この「代替案」の
それぞれについて、「代替案」と「保険料３倍案」（これまで通りの保険範囲を維
持して、保険料を20年後までに３倍にする現状案）のどちらが望ましいかをお選び
ください。（○はそれぞれひとつずつ）
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保険料　　　　　　引き上げなし
軽医療　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　全額自己負担
終末期医療　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　変わらず

（１） （２）

１.代替案
２.保険料3倍案

 

 

　それぞれの状況について、「1. 代替案」、又は「2. 保険料３倍案」のいずれかに
○をお付けください。なお、代替案の中にある「保険料引き上げなし」は現状の保険
料率のまま将来も一定とする案であり、「保険料引き上げ幅半分」は、20年後までの
引き上げ率を2倍に抑える案です。

保険料　　　　　　引き上げなし
軽医療　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　保険に含む
終末期医療　　　　保険に含む
高額医療費　　　　自己負担増

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げなし
軽医療　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　全額自己負担
終末期医療　　　　保険に含む
高額医療費　　　　自己負担増

（３） （４）

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げなし
軽医療　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　保険に含む
終末期医療　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　変わらず

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げ幅半分
軽医療　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　保険に含む
終末期医療　　　　保険に含む
高額医療費　　　　変わらず

（５） （６）

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げ幅半分
軽医療　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　全額自己負担
終末期医療　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　自己負担増

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げ幅半分
軽医療　　　　　　全額自己負担
高度先端医療　　　保険に含む
終末期医療　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　自己負担増

（７） （８）

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げ幅半分
軽医療　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　全額自己負担
終末期医療　　　　保険に含む
高額医療費　　　　変わらず

１.代替案
２.保険料3倍案

保険料　　　　　　引き上げ幅半分
軽医療　　　　　　保険に含む
高度先端医療　　　全額自己負担
終末期医療　　　　全額自己負担
高額医療費　　　　自己負担増

（９）

１.代替案
２.保険料3倍案



高齢者アンケート同様，実験計画法による直行表によりシナリオの数を減らした。シナリオ
により代わる政策変数（Attribute）は次の通りとなる。
①保険料（3倍案－代替案なので，2もしくは1倍）
②軽医療の保険給付（保険給付か，全額自己負担か）
③高度先端医療の保険給付（保険給付か，全額自己負担か）
④終末期医療の保険給付（保険給付か，全額自己負担か）
⑤高額医療費の自己負担（現行基準か，倍額か）

(3) 推定式と順位付け
さて，本稿の分析で用いる具体的な推定式は次の通りである。

ここで，被説明変数のCi,kは，現行案と代替案のどちらを選ぶかという変数で，代替案を選
んだ場合に 1，そうでない場合に 0となる。この背景にある理論としては，代替案と現状案
（高齢者の3割負担案もしくは一般の3倍保険料案）に対する個人の効用を考えた場合，その効
用の差をU*とすると，

U*＝U1(代替案)－U0（現状案）

であるが，U*>0の場合，Ci,k＝1，U*<＝0の場合，Ci,k＝0となっていると考えることができ
る。説明変数のXi,kはAttributeであり，高齢者の場合，①保険給付率（1割，2割），②軽医療
の保険給付（保険給付の場合に1，全額自己負担の場合に0），③高度先端医療の保険給付（保
険給付の場合に1，全額自己負担の場合に0），④終末期医療の保険給付（保険給付の場合に1，
全額自己負担の場合に0），⑤高額医療費の自己負担（倍額の時1，現行の時0），⑥高齢者から
の保険料徴収（徴収の時1，非徴収0）であり，若者の場合，①保険料倍率（2，1倍），②軽医
療の保険給付（保険給付の場合に 1，全額自己負担の場合に 0），③高度先端医療の保険給付
（保険給付の場合に1，全額自己負担の場合に0），④終末期医療の保険給付（保険給付の場合
に1，全額自己負担の場合に0），⑤高額医療費の自己負担（倍額の時1，現行の時0）となって
いる。
添え字の kはシナリオに対応している。Ziは，シナリオ別に異ならない個人の属性を示す変
数であり，性別や年齢，学歴，持病の有無，所得などを示す。また，個人 iについては，種々
のシナリオが変化しても一定の相関関係があると思われため，個人効果 を誤差項に加え，
Random effect を考慮したProbit Model (Butler and Moffitt(1982))にしている。 は，次のよう
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な正規分布に従うと仮定する。

さて，推定されたAttributeの各係数βは 1単位Attributeが変化した場合に，理論上の効用
（U*）がどれくらい変化するかという限界効用をあらわす。また，（1）式から2つのAttirbute

（X1，X2）を取り出し，全微分を行い，効用が最大化している点（dU*＝0）で整理すると，

となるから，Attribute間の係数βの比は限界効用の比とみることができる。ちなみに，(2)式
の の添字の1,2はシナリオではなく、X1，X2に対応した限界効用を示している。した
がって，ベンチマークをどこかにとることによって，消費者の選好を反映した各政策の相対的
な重要性を見ることができる。
また，各政策に掛かっている費用が分かる場合には，（2）式の分母分子を各費用で割って費
用あたりの限界効用を比較することもできる。つまり，もし，X1，X2をそれぞれの政策の費用
P1，P2で割ると，

となるから，もしβ2/P2＞β1/P1であれば，率が1よりも大きければX1を減らしてX2を維持
したほうが効用は高まる。つまり，X1の給付をX2よりも優先して適正化（例えば削減）すべ
きであるというような優先順位をつけられることになる。

３．データ―概要と記述統計量―

本稿で用いるデータは，平成16年2月から3月に掛けて，筆者等が独自に企画し，調査票の
案を作り，70歳以上の持病を持つ高齢者調査と，若年世代を含む現役世代（20歳以上69歳以
下）に対する一般調査の2つに分けて実施したアンケート調査（医療負担のあり方に関する調
査）5）である。サンプルは，調査機関の全国モニターのうち，70歳以上の持病を持つ高齢者と，
20歳以上69歳以下の個人（以下，現役世代と呼ぶ）である。高齢者について持病を持つ者に
限定したのは，このアンケート調査の前年に実施したプレ調査の対象を持病のある高齢者で掛
かり付け医に通院している（あるいは通院していた）高齢者に限っていたため，この調査のデ
ータと昨年度のデータを接続してパネルデータを構築することができるようにするためであ
る。サンプル数は，高齢者920人，現役世代900人である。有効回答数は，高齢者790人，現
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5） 本調査の実施に当たり，厚生労働科学研究費（政策科学推進研究事業）『医療負担のあり方が医療需要と健
康・福祉の水準に及ぼす影響に関する研究』（研究代表者：金子能宏）の研究助成を受けた。



役世代757人であった（有効回答率は，それぞれ85.8％，84.1％）。
高齢者アンケートは，高齢のため本人が回答することが難しい場合があるため，主な回答は，
高齢者本人に尋ねながら同居の子もしくは子の配偶者が行っている。全国モニターでは，調査
機関が住民基本台帳からランダムにモニター・サンプルを選択し，分布がセンサスのベースに
なるべく近い対象となるようにしたものとなっているが，このように選択されてモニター依頼
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年齢階級 

表1-1　高齢・回答者の年齢構成と医療保健の加入状況 

出所　「医療負担のあり方に関する調査」より筆者作成 

不明 
 

サンプル 
数(下段は 
構成比％)

国民健康 
保険 

国民健康 
保険・退 
職者医療 
保険制度 

組合健康 
   保険 
（本人） 

組合健康 
   保険 
（家族） 

政府管掌 
健康保険 
（本人） 

政府管掌 
健康保険 
（家族） 
 

共済健康 
   保険 
（本人） 

共済健康 
    保険 
（家族） 

 

  その他 
（船員、日 
   雇など） 

TOTAL  790         510          29           14          130          13           43             6           36             1         8 
                  100        64.6         3.7          1.8        16.5          1.6          5.4          0.8          4.6          0.1         1

70～74  179         126          12             3            17            7             5             2             7             0          0 
                  100        70.4         6.7          1.7          9.5          3.9          2.8          1.1         3.9             0          0

75～79  246         155           11            5           39             4           12            2            15            0          3 
                  100          63          4.5            2         15.9          1.6          4.9         0.8          6.1             0       1.2

80～84  180         110            2             5           37             0           11             2           10            1          2 
                  100        61.1         1.1          2.8        20.6            0           6.1         1.1          5.6          0.6       1.1

85～89  107           69            0             0           22             2           11            0             2             0          1 
                 100        64.5            0             0         20.6          1.9        10.3            0          1.9             0       0.9    

90歳以上     41          25            2             0              9            0             4             0             1             0          0 
                  100           61         4.9             0           22             0          9.8             0         2.4             0          0

不明  37          25             2             1             6            0              0            0             1             0          2 
               100        67.6         5.4          2.7         16.2            0             0             0         2.7             0       5.4

年齢階級 

出所　「医療負担のあり方に関する調査」より筆者作成 

不明 
 

サンプル 
数(下段は 
構成比％)

国民健康 
保険 

国民健康 
保険・退 
職者医療 
保険制度 

組合健康 
   保険 
（本人） 

組合健康 
   保険 
（家族） 

政府管掌 
健康保険 
（本人） 

政府管掌 
健康保険 
（家族） 
 

共済健康 
   保険 
（本人） 

共済健康 
    保険 
（家族） 

 

  その他 
（船員、日 
   雇など） 

表1-2　現役世代（一般調査）回答者の年齢構成と医療保健の加入状況  
加入し 
ていな 
い 

TOTAL 757          149          100           96            50           55            36         205             2              1            3     10 
                100(%)      19.7        13.2         12.7          6.6           7.3           4.8        27.1          6.9           0.1        0.4     1.3

20～29 132            36           15            17              7             5              5           40             2              0            2       3 
                100(%)      27.3        11.4         12.9          5.3           3.8           3.8       30.3           1.5             0          1.5    2.3

30～39 156            34           27            27            12           15              4          34              0              1            0       2 
                100(%)      21.8        17.3         17.3          7.7           9.6          2.6        21.8             0            0.6            0    1.3

40～49      144            32           26            21           11           17            13           22             0              0             0      2 
               100(%)      22.2        18.1         14.6          7.6        11.8              9        15.3             0              0             0   1.4

50～59      174            37           27            24           15            13            11           41             5              0            0       1 
               100(%)      21.3        15.5         13.8          8.6           7.5          6.3         23.6          2.9              0            0    0.6

60～69      149              9             5              7             5              5             3           67           45               0            1      2 
               100(%)           6          3.4           4.7          3.4           3.4             2           45        30.2               0         0.7    1.3

不明            2              1             0              0             0              0             0              1            0               0            0       0 
             100(%)         50            0               0             0              0             0           50             0              0            0       0



があったとしても，モニターになるかならないかという段階でバイアスが入っていることは留
意する必要がある。また，高齢者調査の方は，持病が存在する高齢者を抽出したために，健康
な高齢者（無受診者）が存在していないという意味においてもバイアスが存在する。
高齢者と現役世代（一般調査）の回答者それぞれの年齢及び加入している医療保険の構成は
それぞれ表１－１と表１－２の通りである。分析に用いる各変数の記述統計量は表２－１と表
２－２である。
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表２－１　高齢者調査の記述統計 
  
 
 医療保険給付率（3 割‐ 自己負担率）*                                          12640            1.4375       0.496098            1            2 

軽医療を保険に含む*                                                                       12640            0.5625       0.496098            0            1 

高度先端医療を保険に含む*                                                            12640                  0.5         0.50002            0            1 

終末期医療を保険に含む*                                                                12640                  0.5         0.50002            0            1 

高額医療費の自己負担を増やす*                                                     12640            0.5625       0.496098            0            1 

高齢者の保険料を徴収する*                                                            12640            0.5625       0.496098            0            1 

代替案を選ぶ                                                                                   10983        0.351634       0.477502            0            1 

性別（男＝1 ）                                                                                12640        0.305063       0.460452            0            1 

年齢                                                                                                 12048         79.36122      5.539867           70          97 

教育（短大以上＝1 ）                                                                     12640         0.506329        0.49998            0             1 

高血圧・動脈硬化などの血圧・血管関係の持病                             12640         0.527848      0.499244            0             1 

狭心症などの心臓関連の持病                                                          12640         0.193671        0.39519            0             1 

糖尿病などの糖尿関連の持病                                                          12640         0.127848      0.333934            0             1 

脳梗塞・くも膜下出血などの脳関連の持病                                    12640         0.088608       0.284188           0             1 

慢性胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの消化器系関連の持病       12640         0.108861       0.311477            0             1 

ぜん息、慢性気管支炎などの呼吸器系関連の持病                         12640         0.070886       0.256645            0             1 

腰痛や肩こり・関節炎・リウマチなどの持病                                12640         0.316456       0.465111            0             1 

緑内障・白内障などの眼関係の持病                                               12640         0.343038      0.474743            0             1 

腎臓病、腎不全などのじん臓関係の持病                                        12640         0.024051      0.153213            0             1 

いぼ痔、切れ痔などの肛門系の持病                                               12640         0.037975      0.191143            0             1 

世帯所得                                                                                          11648         793.1319      405.1284        200       2000 

高齢者所得                                                                                       11440         239.6503        214.203        100       1500 

世帯資産                                                                                          11120         4501.079      3835.174         300     15000 

高齢者資産                                                                                       10944         2016.813      2472.619        200     10000 

                                                                                              注）所得、資産の単位は万円（年額）である。*印はAttribute を示す。 

 

サンプル数　    平均値　     標準偏差  　最小値　最大値 
 

出所「医療負担のあり方に関する調査」より筆者作成 

 



４．推定結果及びその解釈

(1) 推定結果
推定結果は，それぞれ表3，表4に示すとおりである。
まず高齢者調査の推定結果を見ると（表3），高齢者調査の方は，Attribute（人々の選好に影
響を及ぼす属性項目）について全て期待通りの符号で有意な結果となっている。すなわち，①
医療保険給付率が大きくなるほど代替案を支持しやすい，②軽医療を保険に含む場合に代替案
を支持しやすい，③高度先端医療を保険に含む場合に代替案を支持しやすい，④終末期医療を
保険に含む場合に代替案を支持しやすい，⑤高額医療費の上限が低い（自己負担が少ない）場
合に代替案を支持しやすい，⑥高齢者の保険料を徴収しない方が代替案を支持しやすいという
結果である。そのほか，有意な変数をみると，年齢が若いほど代替案を支持しやすい，世帯所
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サンプル数　    平均値　     標準偏差  　最小値　最大値 
 

保険料倍率*                                                                                        6813        1.444444       0.496941            1            2 

軽医療を保険に含む*                                                                          6813        0.555556       0.496941            0            1 

高度先端医療を保険に含む*                                                               6813        0.444444       0.496941            0            1 

終末期医療を保険に含む*                                                                  6813        0.555556       0.496941            0            1 

高額医療費の自己負担を増やす*                                                       6813        0.555556       0.496941             0            1 

代替案を選ぶ                                                                                      5790        0.612953       0.487117            0            1 

年齢                                                                                                    6795        45.25166         14.0912          20          69 

教育（短大以上＝1 ）                                                                        6813        0.940555       0.236473            0            1 

被扶養者                                                                                             6813        0.245707       0.430537            0            1 

高血圧・動脈硬化などの血圧・血管関係の持病                                6813        0.100396         0.30055            0            1 

狭心症などの心臓関連の持病                                                            6813        0.019815       0.139375             0            1 

糖尿病などの糖尿関連の持病                                                            6813        0.030383       0.171652             0            1 

脳梗塞・くも膜下出血などの脳関連の持病                                       6813        0.005284       0.072504            0            1 

慢性胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの消化器系関連の持病          6813        0.047556       0.212841            0            1 

ぜん息、慢性気管支炎などの呼吸器系関連の持病                            6813        0.025099       0.156438            0            1 

腰痛や肩こり・関節炎・リウマチなどの持病                                   6813        0.097754       0.297004            0            1 

緑内障・白内障などの眼関係の持病                                                  6813        0.031704       0.175224            0            1 

腎臓病、腎不全などのじん臓関係の持病                                          6813        0.015852       0.124912             0            1 

いぼ痔、切れ痔などの肛門系の持病                                                  6813        0.018494       0.134739            0            1 

世帯所得                                                                                             6435        670.1399       373.3902        200      2000 

本人所得                                                                                             6075        282.5926         259.288        100      1500 

世帯資産                                                                                             6084        2985.799       3377.208        300     15000 

                                                                                              注）所得、資産の単位は万円（年額）である。*印はAttribute を示す。 

 

表２－２　一般調査の記述統計 

 

出所「医療負担のあり方に関する調査」より筆者作成 



得が低いほど代替案を支持しやすい，ということがいえる。また，いくつかの持病の変数も有
意な影響を与えている。

次に，一般調査の推定結果を見たものが，表4である。Attributeでは保険料倍率のみ有意
な結果とはならなかったが，それ以外は全て期待する方向に有意な結果となっている。属性変
数は，2つの持病が有意であるほかは有意な変数がない。
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医療保険給付率（3 割‐ 自己負担率）*                                      0.102129 **       0.033917           0.003          0.03563 

軽医療を保険に含む*                                                                   0.550676 **       0.034222                  0        0.186924 

高度先端医療を保険に含む*                                                         0.412372**       0.034253                  0         0.143108 

終末期医療を保険に含む*                                                            0.587935**        0.034131                  0        0.202878 

高額医療費の自己負担を増やす*                                                  -0.18996**        0.033438                  0         -0.06661 

高齢者の保険料を徴収する*                                                         -0.14495**        0.033054                  0         -0.05077 

性別（男＝1 ）                                                                             -0.17884           0.095635           0.061         -0.06112 

年齢                                                                                               -0.02217**        0.007354           0.003        -0.00774 

教育（短大以上＝1 ）                                                                   -0.04368           0.082847          0.598         -0.01524 

世帯所得                                                                                        -0.00021*         0.000101           0.035         -7.4E-05 

高齢者所得                                                                                   0.000222           0.000172           0.197        7.74E-05 

高血圧・動脈硬化などの血圧・血管関係の持病                          -0.27434           0.078407                  0         -0.09592 

狭心症などの心臓関連の持病                                                       0.206217*         0.089615           0.021        0.074075 

糖尿病などの糖尿関連の持病                                                      0.076818           0.112525           0.495        0.027186 

脳梗塞・くも膜下出血などの脳関連の持病                                   0.01923           0.100597          0.848        0.006736 

慢性胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの消化器系関連の持病      0.04568           0.125817           0.717        0.016078 

ぜん息、慢性気管支炎などの呼吸器系関連の持病                      0.298963*           0.11697           0.011        0.110113 

腰痛や肩こり・関節炎・リウマチなどの持病                             0.240312**        0.086382           0.005        0.085433 

緑内障・白内障などの眼関係の持病                                            -0.18295*          0.089645           0.041           -0.0629 

腎臓病、腎不全などのじん臓関係の持病                                     -0.21873**          0.00168 .                           -0.07171 

いぼ痔、切れ痔などの肛門系の持病                                            -0.43753*          0.210088           0.037         -0.13447 

定数項                                                                                           0.740026          0.593994           0.213 

 

係数            標準誤差        p‐ 値         限界効果 

 

 

注）推定方法はランダム効果を考慮したプロビット推定、サンプル数は 9546 （個人は616 ） 
        Log likelihood =‐ 4597.82 
 

表3　高 齢者調査推定結果 

 



(2) 解釈
次に，表3，表4の推定結果から，2節で議論した限界効用の比較を行う。表5は，高齢者調
査の推定結果の係数を用いて，自己負担率1割分の効用に対する各Attributeの効用の割合を計
算したものである。これをみると，例えば，軽医療を保険に含むことの効用価値は自己負担1

割増よりも5.39倍も高いことになり，仮に，自己負担を現状から1割増加させる案と軽医療を
保険外化する案のどちらが良いかを持病のある高齢者に提示した場合には，軽医療を保険に含
んだままで自己負担率を増加させた方が良いという選択を行うことを意味している。同様に，
高度先端医療は自己負担1割の効用の4.04倍，終末期医療は5.76倍，高額医療費の自己負担の
一部は1.86倍，高齢者保険料徴収（しないこと）は1.42倍の価値があることが分かる。
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係数            標準誤差        p‐ 値         限界効果 

 

 

保険料倍率*                                                                                     -0.0853          0.046336           0.066            -0.0301 

軽医療を保険に含む*                                                                   0.235433**        0.044688                  0        0.083449 

高度先端医療を保険に含む*                                                        0.269685**         0.046476                 0        0.094252 

終末期医療を保険に含む*                                                            0.450717**        0.052888                  0        0.159972 

高額医療費の自己負担を増やす*                                                  -0.13562**        0.046216           0.003         -0.04765 

年齢                                                                                              0.012178**        0.004124           0.003        0.004297 

教育（短大以上＝1 ）                                                                   -0.12212          0.253344             0.63         -0.04185 

世帯所得                                                                                        -0.00027           0.000161           0.097         -9.4E-05 

本人所得                                                                                        -0.00022          0.000238           0.353          -7.8E-05 

被扶養者                                                                                       0.098709           0.123152           0.423        0.034336 

高血圧・動脈硬化などの血圧・血管関係の持病                          -0.30472           0.167588           0.069         -0.11316 

狭心症などの心臓関連の持病                                                       -0.83497*          0.332653           0.012        -0.32245 

糖尿病などの糖尿関連の持病                                                      0.268004            0.428351           0.532        0.087908 

脳梗塞・くも膜下出血などの脳関連の持病                                  -0.84542           0.799898           0.291        -0.32658 

慢性胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの消化器系関連の持病-     0.39274*         0.201308           0.051         -0.14798 

ぜん息、慢性気管支炎などの呼吸器系関連の持病-                       0.08047           0.254227           0.752        -0.02891 

腰痛や肩こり・関節炎・リウマチなどの持病                              -0.23423           0.164913           0.156        -0.08605 

緑内障・白内障などの眼関係の持病                                            0.181865           0.216347           0.401         0.06125 

腎臓病、腎不全などのじん臓関係の持病                                    0.447962           0.297383           0.132        0.138121 

いぼ痔、切れ痔などの肛門系の持病                                            -0.45425           0.560158           0.417         -0.17313 

定数項                                                                                           0.066521          0.357626           0.852 

 

表4　一 般調査の推定結果 

注）推定方法はランダム効果を考慮したプロビット推定、サンプル数は 5161 （個人は602 ） 
        Log likelihood =‐ 2807.56 
 出所「医療負担のあり方に関する調査」より筆者作成 



表6は一般調査の推定結果から効用値の比較を行ったものである。表4の一般調査の推定で
は自己負担引き上げをAttributeとして含んでいないため，比較のベンチマークは軽医療を選ん
でいる。高度先端医療は軽医療の1.15倍，終末期医療は軽医療の1.91倍，高額医療費の一部は
0.58倍の価値を持っていることが分かる。

しかし，問題は，各Attributeにどれくらい実際に費用が掛かっているかという点であり，政
策の優先順位をつけるためには，2節の（3）式で示したように，価格（費用）対比の限界効
用を比較しなければならない。そこで，以下では試験的にこの価格対比の限界効用比較の試算
を行う。まず，それぞれのAttributeの政策に掛かる総費用を算出する。残念ながら，高度先端
医療費の費用を計算することは極めて困難であるため，あきらめざるを得なかったが，それ以
外についての総費用を下記のように算出した。

（高齢者分）
①　軽医療：「医療負担のあり方に関する調査」実施年次の厚生労働省「国民健康保険医療給
付実態調査（平成16年）」の点数別レセプト件数のデータから，老健対象者の1000点以下
の入院外医療点数が入院外医療総点数に占める割合を計算すると，0.16という値が得られ
た。それを，厚生労働省「国民医療費（平成 15年）」の 70歳以上の入院外医療費総額
43,969億円に乗じて，0.70兆円という値を得る。

②　終末期医療：長寿社会開発センター(1994)の試算によれば，死亡前6ヶ月の医療費が老人
の入院医療費に占める割合は約20％である。そこで，この割合を，厚生労働省「国民医
療費（平成15年）」の70歳以上の入院医療費総額に55,698億円を乗じると1.11兆円を得る。

③　高額医療費の自己負担増：「医療負担のあり方に関する調査」実施年次の厚生労働省「国
民健康保険医療給付実態調査（平成16年）」の点数別レセプト件数のデータから，老健対
象者の高額医療費分の総額を，入院・入院外別に，引上げ前と引上げ後で計算したところ 6），
高額医療費の上限額引上げにより，高額医療費は71.2％減少することが試算された。次に，

214

高度先端医療 終末期医療 高額医療費自己 
  負担の一部増 

注）表4 の推定結果における各Attribute の係数を、軽医療 
       の係数で割ったもの。 

表6　軽医療保険負担化に対する各政策の効用の割合（一般調査） 

 

1.15                      1.91                      0.58

6） 引上げ前後の高額医療費の上限金額は，質問票に示したとおりである。一般分も同様。

表5　自 己負担率1 割分の効用に対する各政策の効用の割合（高齢者調査） 

 

注）表3 の推定結果における各Attribute の係数を、給付率の係数で割ったもの。 

軽医療 高度先端医療 終末期医療 高額医療費自己 
負担の一部増 

高齢者の保険料 
徴収（月額5 ％） 

5.39 　　　　　 4.04                   5.76                  1.86                   1.42 

 



厚生労働省「老人医療事業年報（平成16年）」年度別一部負担金等の状況の高額医療費分
2380億円にこの減少率に乗じると0.17兆円という金額を得る。

④　保険料：保険料については，ほぼ5％の保険料に当たる一人当たり87,000円（年額）に，
老健受給者数を乗じて，1.25兆円を得た。

⑤　医療保険自己負担率 1割増：「医療負担のあり方に関する調査」実施年次の厚生労働省
「老人医療事業年報（平成16年）」年度別一部負担金等の状況から，1割分に相当する自己
負担額を求め，0.94兆円を得た。

（一般分）
⑥　軽医療：「医療負担のあり方に関する調査」実施年次の厚生労働省「国民健康保険医療給
付実態調査（平成16年）」の点数別レセプト件数のデータから，一般対象者の1000点以下
の入院外医療点数が入院外医療総点数に占める割合を計算すると，0.24という値が得られ
た。それを，厚生労働省「国民医療費（平成 15年）」の 69歳以下の入院外医療費総額
80,004億円に乗じて，1.94兆円という値を得る。

⑦　終末期医療：わが国では一般分の終末期費を推計した研究が存在しないため，一般分の終
末期医療費も老人と一人当たりベースでは同等の金額であると仮定し，先に高齢者分で求
めた1.11兆円に，平成16年人口動態統計の一般と高齢者の死亡者数の比（0.356）を乗じ
て，0.39兆円という値を得る。

⑧　高額医療費の自己負担増：厚生労働省「国民健康保険医療給付実態調査（平成16年）」の
点数別レセプト件数のデータから，一般対象者の高額医療費分の総額を，先と同様に計算
したところ，高額医療費の上限額引上げにより，高額医療費は46.7％減少することが試算
された。次に，厚生労働省「国民健康保険事業年報（平成15年）」の実質給付率から，高
額医療費分の割合（13.2％）を計算し，「国民医療費（平成15年）」の69歳以下の医療費
総額141,535億円に，46.7％，13.2％をそれぞれ乗じて0.87兆円という値を得る。

⑨　保険料率倍額：「国民医療費（平成15年）」から現在の保険料自己負担分を計算し，15.8

兆円を得る。

さて，係数βを，こうして得られた費用で割ると費用当たりの限界効用が計算できる。表7，
表8はそれぞれ，高齢者調査分，一般調査分について計算をしたものである。費用は，それぞ
れ高齢者，一般の人数で割り，一人当たり価格（百万円）のベースに直している。
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表7　価格当たりの限界効用（高齢者調査） 
 

軽医療 
高額医療費の 
 自己負担増 保険料徴収 

医療保険自己 
負担率１割増 
 

終末期医療 

β                             0.551                0.588               -0.190              -0.145                0.102 

 費用（兆円）                      0.70                  1.11                 -0.17                -1.25                  0.94 

 限界効用／一人当たり価格　　　44.9                  30.2                   63.7                   6.6                    6.2 



「限界効用／一人当たり価格」の単位には意味がないが，それぞれの値を政策ごとに比較す
ることにより，先に説明したように，政策間の優先順位を付けることが出来る。高い値を付け
たものは人々が高い評価をしているということであり，したがって，低い値を付けた順番に，
政策実行可能性が高いということになる。表7の高齢者調査をみると，もっとも低いものは，
医療保険自己負担率1割増であり，以下，保険料徴収，終末期医療費保険外化，軽医療保険外
化，高額医療費の自己負担増と続く。高齢者は，軽医療保険外化，高額医療費の自己負担増に
ついて高い効用を得ている一方，医療保険自己負担率1割増や保険料徴収は相対的に費用対比
の効用減少が少ない。したがって，医療保険自己負担率1割増や保険料徴収などから実行する
べきであるといえる。
一方，表8の一般分をみると，高齢者とはかなり異なった優先順位であることがわかる。も
っとも値が低いのは保険料率の引上げであり，軽医療保険外化，高額医療費の自己負担増が続
く。終末期医療については，むしろ非常に高い評価をしていることがわかる。これは，一般の
場合の終末期は，高齢者とは異なり治癒や回復の可能性があることが高い評価につながってい
るのかもしれない。

５．結語

本稿は，今後の医療制度改革にとってますます重要な議案となると考えられる患者負担策と
医療保険範囲の見直し策の間に順位付けをする方法として，仮想市場法を用いて選好を抽出す
る手法を提案した。具体的には，筆者等が独自に企画した持病を持つ高齢者（70歳以上）と，
非高齢者（20歳から69歳）に対する独自のアンケート調査を用いて，各政策の効用値を比較
した。また，政策の優先順位を付けるために，試験的に，価格対比の限界効用を計算した。高
齢者については，医療保険自己負担率1割増，保険料徴収，終末期医療費保険外化，軽医療保
険外化，高額医療費の自己負担増の順番に価格対比の限界効用は低く，したがって，医療保険
財政改善のためには，低所得者に対する軽減策を考慮しつつ，自己負担率1割増から政策を実
行してゆくことが望ましいことが分かった。
一方，若者（現役世代）については，保険料率の引上げ，軽医療保険外化，高額医療費の自
己負担増，終末期医療の順番に値が低く，この順番に政策を実行することが望ましい。もちろ
ん，本稿で示した方法を実際に政策基準として用いるためにはまだ多くの課題が残されている
し，政策の費用や，もっと数多くの政策アジェンダについて，今後，精査した分析を実行して
行かなければならない。しかしながら，アンケート調査からこのような選好を抽出することが
できる点を示すことが本稿の目的であり，その点では一定の可能性を示すことができたと思わ
れる。
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軽医療 
高額医療費の 
 自己負担増 終末期医療 

表8　価格当たりの限界効用（一般調査） 
 

保険料倍率 

 
β                               0.235                0.451               -0.136              -0.085

費用（兆円）                     1.94                    0.4                 -0.87                -15.8 
 限界効用／一人当たり価格             1.4                  13.3                    1.8                   0.1
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